
湯沢市エネルギー価格高騰対策緊急支援金 

受給の手引き 
 

エネルギー価格高騰の影響を受ける市内事業者の皆様に支援金を給付し、

経費の負担軽減・緩和を図り、事業の継続を支援します。 

 

１．給付対象者 

① 中小企業信用保険法（昭和 25 年法律第 264 号）第２条第１項に規定す

る中小企業者のうち、市内に事業所又は住所もしくは主たる事務所を有

するもの。 

② 令和４年12月31日現在で事業を営んでいること。 

③ 申請日以降１年以上事業を継続する意思があること。 

④ 市税の滞納がないこと。 

※ 次に該当する方は対象外となります。 

 ⑴ 国及び法人税法別表第１に規定する公共法人 

 ⑵ 風営法に規定する「性風俗関連特殊営業」、当該営業に係る「接客業務

受託営業」を行う事業者 

 ⑶ 政治団体 

 ⑷ 宗教上の組織又は団体 

 ⑸ 暴力団の構成員又は暴力団に関りを持つ者 

 

２．対象経費 

令和３年分所得税確定申告又は市民税・県民税申告、直近の法人税確定申 

 告の際に経費として記載された光熱水費及び燃料費相当額 

 ※ 事業開始後、初回確定申告時期が未到来の場合は、令和４年中に支払っ 

   た光熱費及び燃料費相当額 

 

３，給付金額 

  対象経費の 10％以内（千円未満切り捨て） 上限額：50 万円 

 

 



４．申請書類の準備 

  対象者は、湯沢市のホームページに「申請書兼請求書」が掲示されていま

すので、そちらをダウンロードしてご利用ください。市のホームページを閲

覧できる環境がない方は、湯沢市商工課に電話にて請求してください。 

 

５．申請書類一覧 

 法人 個人事業者 

市内に事業所

又は住所もし

くは主たる事

務所を有する 

□申請書兼請求書及び別紙 

□振込先の通帳等の写し 

□直近の法人税確定申告書別表一及

び法人事業概況説明書の写し 

□上記に係る決算報告書又は収支計

算書の写し 

□申請書兼請求書及び別紙 

□振込先の通帳等の写し 

□令和３年分所得税確定申告書第一

表・第二表又は市民税・県民税申告

書の写し 

□上記に係る青色決算申告書又は収

支内訳書の写し 

市外に本店や

主たる事務所

を有する 

上記に加えて 

□営業証明書 

 

初回確定申告

時期が未到来 

□申請書兼請求書及び別紙 

□振込口座が確認できるものの写し 

□令和４年中に支払った光熱費及び

燃料費の領収書等の写し 

□法人設立届出書の写し 

□申請書兼請求書及び別紙 

□振込口座が確認できるものの写し 

□令和４年中に支払った光熱費及び

燃料費の領収書等の写し 

□開業届出書の写し 

 

【留意事項】 

※ 申告書等の書類は、収受日付印の付いたもの（電子申告の場合はこれらに

相当するもの）を提出ください。 

※ 申告の際、燃料費を「燃料費」以外の項目で計上している場合は、燃料費

相当額を含む内訳明細を提出ください（様式自由）。 

  



６．支援金の申請方法 

 次の方法により申請してください。 

① 郵送の場合 

   申請書類を次の宛先へ郵送してください。令和５年２月 28 日（火曜日）

の消印有効です。 
【宛先】〒012-8501 湯沢市佐竹町１番１号 湯沢市役所産業振興部商工課 宛 

※ 封筒の表面には「湯沢市エネルギー価格高騰対策緊急支援金申請書類在中」、裏面には差出人の

住所及び氏名を必ず明記してください。 

② 持参の場合 

令和５年２月 28 日（火曜日）まで湯沢市産業振興部商工課窓口に持参し

てください。 

受付時間は、午前８時 30 分から午後５時まで（土・日曜日、祝日を除く）

となります。 
 

７．支援金の受取 

市から交付決定通知書を送付後、指定された口座に支援金を振込みます。

振込日は、申請日から２週間前後を予定しております。 
 

 
【問い合わせ・申請受付】 

湯沢市役所 産業振興部 商工課 

電話 ０１８３-７３-２１３５ または ０１８３-55-8186 

http://www.city-yuzawa.jp/soshiki/46/5020.html 

▼支援金ページ 


